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外国人技能実習生の実習実施者に対する 

令和３年の監督指導等の状況を公表します 

～監督指導を行った実習実施者のうち、労働基準関係法令

違反が認められたのは 72.2％～ 

 

宮城労働局（局長：小林 健）は、このたび、宮城県内の労働基準監督署が、令

和３年に外国人技能実習生（以下「技能実習生」という。）の実習実施者（技能実

習生が在籍している事業場）に対して行った監督指導の状況について取りまとめま

したので、公表します。（別紙参照） 

 

令和３年の監督指導の概要 

■ 労働基準関係法令違反が認められた実習実施者は、監督指導を実施した 144

事業場（実習実施者）のうち 104 事業場（72.2％）。 

■ 主な違反事項は、①使用する機械等の安全基準 48 件（33.3％）、②労働時間

26 件（18.1％）、③年次有給休暇 25 件（17.4％）の順に多かった。 

 

外国人技能実習制度は、技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護を図ること

により、企業などでの人材育成を通じた技能等の母国への移転により国際協力を推

進することを目的としています。 

 

宮城労働局においては、監理団体及び実習実施者に対し、労働基準関係法令など

の周知・啓発に努めるとともに、労働基準関係法令違反の疑いがある実習実施者に

対しては監督指導を実施し、引き続き、技能実習生の適正な労働条件と安全衛生の

確保に重点的に取り組んでいきます。 

 

なお、度重なる指導にもかかわらず法令違反を是正しない、また中間搾取など人

身取引が疑われるなど重大・悪質な事案に対しては、送検を行い厳正に対応してい

きます。 

 

 

【別紙】技能実習生の実習実施者に対する監督指導等の状況（令和３年） 

 

Press Release 

令和４年 10月 14日 
【照会先】 
宮城労働局労働基準部監督課 

監 督 課 長  佐々木賢一 
主任監察監督官  洞口 宗彦 
(夜間直通) 022(207)3792 
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別紙

技能実習生の実習実施者に対する監督指導等
の状況（令和３年）

⑴ 宮城県内の労働基準監督機関において、実習実施者に対して144件の監督指導を実施し、
その72.2％に当たる104件で労働基準関係法令違反が認められた。
＜注＞違反は実習実施者に認められたものであり、技能実習生以外の労働者に関する違反も含まれる。

⑵ 主な違反事項は、①使用する機械等の安全基準（31.0％）、②労働時間（18.1％）③年次
有給休暇（17.4％）の順に多かった。

１ 監督指導の状況

監督指導実施事業場数 違反事業場数（折線は違反率）事業場数

違反率

＜注＞ 違反事項が２つ以上ある場合は、各々に計上しているので、各違反事項の件数の合計と違反事業場数とは一致しない。
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25 （17.4％）

26 （18.1％）
48 （33.3％）安 全 基 準

（労働安全衛生法第2 0～2 5条）
労 働 時 間
（ 労 働 基 準 法 第 3 2 条 等 ）

年 次 有 給 休 暇

（ 労 働 基 準 法 第 3 9 条 ）
割 増 賃 金 の 支 払

（ 労 働 基 準 法 第 3 7 条 ）
医 師 の 意 見 聴 取

（労働安全衛生法第66条の４）
賃 金 の 支 払
（ 労 働 基 準 法 第 2 4 条 ）
就 業 規 則
（ 労 働 基 準 法 第 8 9 条 ）
賃 金 台 帳
（ 労 働 基 準 法 第 1 0 8 条 ）
労 働 条 件 の 明 示
（ 労 働 基 準 法 第 1 5 条 ）
安 全 衛 生 管 理 体 制
（労働安全衛生法第10条等）
健 康 診 断
（労働安全衛生法第 6 6 条 ）
労 働 時 間 の 把 握
（労働安全衛生法第66条の8の3）
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＜注１＞「主な業種」は、技能実習の計画認定件数が多い職種（機械・金属関係職種、食料品製造関係職種、繊維・
衣服関係職種、建設関係職種）に関連する業種について取りまとめたものである。

＜注２＞「主な業種」の内訳は以下のとおり。
機械・金属・・・鉄鋼業、非鉄金属製造業、金属製品製造業、一般機械器具製造業、

電気機械器具製造業、輸送用機械等製造業
食料品製造・・・食料品製造業
繊維・衣服・・・繊維工業、衣服その他の繊維製品製造業
建設 ・・・土木工事業、建築工事業、その他の建設業

⑶ 主な業種に対する監督指導の状況は、以下のとおりであった。

主な業種 監督指導
実施事業場数

違反事業場数

（違反率）
主な違反事項

機械・金属 19 10 
（52.6%)

安全基準
5（26.3%)

労働時間
3(15.8%)

衛生基準
3(15.8%)

食料品製造 73 56
(76.7%)

安全基準
35(47.9%)

労働時間
17(23.3%)

健康診断結果
の意見聴取
9(12.3%)

繊維・衣服 6 4
(66.7%)

年次有給休暇
2(33.3%)

賃金の支払
1(16.7%)

就業規則
1(16.7%)

建設 25 18
(84.2%)

年次有給休暇
7(28.0%)

健康診断結果
の意見聴取
7(28.0%)

賃金の支払
6(24.0%)

＜参考＞
全業種

144 104
（72.2%）

安全基準
48(33.3%)

労働時間
26（18.1%)

年次有給休暇
25(17.4%）
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１ 36協定で定める限度時間を超えて時間外労働を行わせてはならないこと及び１か月
100時間以上の時間外・休日労働を行わせてはならないことについて是正勧告し、また、
過重労働による健康障害防止措置を講じるよう指導した。

労働基準法第32条違反（労働時間）
労働基準法第36条違反（時間外労働の上限規制）

１ ドラグショベル（重機）で作業を行うときは、当該ドラグショベルに接触するおそ
れのある箇所に労働者を立ち入らせないための措置を講じなければならないことを
是正勧告した。

労働安全衛生法第20条第１号（事業者の講ずべき措置等）
労働安全衛生規則第158条（接触の防止）

⑷ 監督指導の事例には、以下のようなものがあった。

事例２

指導の結果

概 要

情報に基づいて監督指導を実施し、違法な時間外労働について指導

指導内容

 水産食料品製造業の事業場について、技能実習生の長時間労働に係る情報に基づき事
業場に対し立入調査を実施したところ、36協定の限度時間である1か月90時間を超え１
か月約140時間にのぼる長時間に及ぶ時間外労働が認められた。

 長時間に及ぶ時間外労働となった原因は、原材料の収穫量が例年になく良好となり、
収穫量及び加工量を増やしてしまったことによる。

指導事項

 36協定の限度時間内での時間外労働に抑える生産計画の見直しすることとし、36協定
の限度時間内での生産活動となった。

事例１

指導の結果

概 要

災害を契機に監督指導を実施し、ドラグショベル（重機）との接触防止等について指導

指導内容

 建設業の事業場において、道路の舗装工事中、技能実習生がドラグショベルと接触し
負傷した労働災害が発生したため、立入調査を実施したところ、ドラグショベル（重
機）について、接触防止措置が講じられていなかった。

指導事項

 接触防止のため、立ち入り禁止区域について。技能実習生でもわかりやすい視覚的に
表示するとともに誘導者を配置した。

 作業計画や作業手順についても、技能実習生の理解が容易になるよう、災害防止に係
る事項は母国語の表記を加え、改めて周知を行った。
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⑴ 技能実習生の労働条件の確保を図るため、労働基準監督機関では、出入国管理機関・外国
人技能実習機構との間で、その監督等の結果を相互に通報している。

⑵ 労働基準監督機関から出入国管理機関・外国人技能実習機構へ通報（※１）した件数は２
件、出入国管理機関・外国人技能実習機構から労働基準監督機関へ通報（※２）された件数は
36件である。

※１ 労働基準監督機関から出入国管理機関・外国人技能実習機構へ通報する事案
労働基準監督機関において実習実施者に対して監督指導等を実施した結果、技能実

習生に係る労働基準関係法令違反が認められた事案

※２ 出入国管理機関・外国人技能実習機構から労働基準監督機関へ通報する事案
出入国管理機関・外国人技能実習機構において実習実施者を調査した結果、技能実

習生に係る労働基準関係法令違反の疑いがあると認められた事案

２ 労働基準監督機関と出入国管理機関等との相互通報の状況
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労働基準監督機関から出入国管理機関・外国人技能実習機構へ
出入国管理機関・外国人技能実習機構から労働基準監督機関へ

⑶ 労働基準監督機関が、出入国管理機関・外国人技能実習機構から通報を受けた実習実施者
については、監督指導等を実施している。

⑷ なお、監督指導等の結果を相互に通報する以外にも、強制労働等技能実習生の人権侵害が
疑われる事案については、実習実施者に対し、出入国管理機関・外国人技能実習機構との合同
監督・調査を行うこととしている。

平成31年・元年

通報件数

（注） 平成31年・令和元年については、法務省「技能実習制度の運用に関するプロジェク
トチーム」における技能実習生の失踪事案に関する実態調査に基づき通報された事案
８件を含む。
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技能実習生を受け入れている事業主の皆さま

技能実習生に対するその行為は

人身取引です

※ 労働搾取目的の人身取引に該当する事案とは、
①法人または個人が財産上の利益を得る目的で、
②暴力の行使、脅迫、監禁、詐欺、権力の濫用またはぜい弱な立場に乗ずるなどの手段を用いて、
③加害者の影響下から離脱することを困難な状態に置いた上で、労働者の意思に反して働かせる
の３つの要件を満たすものです。

解雇されたら行くところがないといった
技能実習生の弱い立場につけ込み、
「解雇する」「帰国させる」などと言って
働かせることも、この手段に該当する可能
性があります。

労働者の意思に
反して働かせる
行為

職場内の上下関係
を利用して、
相手の弱い立場に
つけ込む など

以下の手段で、技能実習生を従わざるを得ない状況にして、労働基準関係法令に
違反して働かせる行為も人身取引に該当する可能性があります。

第三者が労働者の賃金の
一部を不当に得る（いわ
ゆる「ピンハネ」）行為

暴力、脅迫、監禁の
ほか、怒鳴る、殴り
かかろうとする など

以下のような行為で技能実習生に恐怖を与え、
働かせると、この手段に該当する可能性があります。

・頭を小突いたり肩を叩く
・住居から無断で外出を禁じ、
勝手に外出すると罰金を取ると脅す
・語尾に「アホ」などの言葉を付けて
強い口調で注意する など

都道府県労働局

強 制 労 働 中 間 搾 取

以下の行為も「人身取引」となる可能性があります

暴力、脅迫、監禁
その他の強制力

権力の濫用または
ぜい弱な立場に乗ずる

！

技能実習生に対する「強制労働」や「中間搾取」などは、人身取引に該当する
可能性があります。絶対にやめましょう。

人身取引※は、重大な人権侵害であり、犯罪です
！


















